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Eコマースに対する一考察
ー 90年代の挫折から何を学んだかー一

王 耀鐘

1. 序言

クリントン政権のスーパーハイウエイ計画とインターネットの登湯は

IT (Information Technology)革命をもたらした。 IT革命は，産業社会に

数多くの新しい可能性をもたらした。 Eコマース (ElectronicCommerce) 

はその一つである。 Eコマースは企業の生産，流通などの経営活動ばかり

でなく，個人の生活スタイルをも革命的に変えようとしている。なかで

も， B2C(Business to Consumer)は小売業に産業革命以来の未曾有の変

革を起こそうとしている。

そのために， 1994年から数多くのドットコム (dot-com)カンパニーや

関連企業が創設・公開された。しかし， 2000年に入り， Eコマース関連ビ

ジネスのブームは遂に終止符が打たれ，バブルの崩壊現象が引き起こされ

た。数多くのドットコム・カンパニーが経営難に陥って，吸収，合併や廃

業などによる淘汰が急速に進められ，産業社会の期待を完全に裏切った。

Eコマースは IT革命の頂点に立つ最も重要な新しい商取引ツールで，

1990年代におけるアメリカの経験からみれば，この商取引ツールの有効性

が明らかになった。本稿は， Eコマースの更なる発展のために， このツー

ルはなぜ世の中の期待を裏切ったか，また，今後どう展開していくかを究

明したい。
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そのため，本稿では，まず， Eコマースの登場と発展過程に対する考察

を通じてバブル化の背景を究明したい。

次に， Eコマースにおけるバブルの崩壊過程を考察し，バブル崩壊後の

Eコマースをめぐる経済的，技術的および社会的現状を考察する。

最後に， これらの考察を通じて，今後， Eコマースの更なる発展のため

に， 1990年代の経験から克服しなければならない課題を提言したい。

2. Eコマースの登場と発展1)

1) Eコマースの登場：デル社の成功とアマゾン社の奇跡

デル社は1980年代に設立された小さなパソコン製造会社である。設立当

初から「ダイレクト・モデル」で顧客に直接販売してきた。 1996年にデル

社はいち早くこのダイレクト・モデルをもとにして,Eコマースを本格的

にスタートした。同年の12月にはネット上での売上高は一日約100万ドル

にも達した。当時．アマゾン社は四半期に1,500万ドルの書籍を販売して

いたが．営業収支は赤字であった。デル社は利益がでているので．業界の

注目は一気にデルに集まった。そして．デル社は今日のネットビジネスの

代名詞的な存在となった。

アマゾン社はデル社と異なり，インターネットの登場とともに創業され

たEコマース・カンパニーである。アマゾン社はデル社より一年早く

1995年に Eコマースによるネット販売をスタートした会社である。アマ

ゾンは設立当初から大幅な値引き商法で急速にシェアを伸ばして有名に

なった。 1996年度の売上高は約1,600万ドルしかなかったが， 2000年度に

1) Michael Dell, Direct From Dell, Harper Business,1999, 

Robert Spector, Amazon.com: Get Big Fast, Harper Business, 1997, 

Amazonの1996年度-2000年度のAnnualReport, 

王耀鐘「情報ネットワーク社会におけるグローバリゼーションリスク」『研究双

書：グローバリゼーションリスクの研究』第125冊．関西大学経済政治研究所．

2001などを参照
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は27億 6千万ドルに達して， 1996年度と比べれば約176倍の成長を遂げて

世界最大の書店に成長した。このように．アマゾン社がデル社とともに，

アメリカのEコマースの代表的な会社の一つとなったのである。

2) Eコマースの発展とブーム化

デル社やアマゾン社などの成功により， Eコマースを本業とする企業が

競って創設された。そして， これらの企業をサポートするために，また，

多くのインターネット関連企業が創設された。これらの企業がドットコ

ム・カンパニーと呼ばれ，アメリカ経済の牽引車になったほど一大ブーム

を引き起こした。

このブームにつられて，膨大な資金がドットコム・カンパニーに集まる

ようになり， ドットコム・カンパニーの創業者や経営者が巨万の富を得る

ようになった。このような状況のもとで，数多くのドットコム・カンパ

ニーが続々と創設され，ナスダック市場に株式が上場され続ける。上場し

た途端株価の初値が予定の株価を遥かに超え，実績もない会社に膨大な

資金が集まり，創業者が莫大なキャビタルゲインを入手した。

創業者がただドットコム・カンパニーを創設し，上場させるだけで巨万

の富を得ることができるので，皆競ってドットコム・カンパニーを創設す

る。また， ドットコム・カンパニーをサポートするために，多くの関連産

業も登場した。これらの会社の創設者の多くも同様に巨万の富を得たので

ある。このように，アメリカの経済は完全に Eコマースのブームに飲み

込まれたのである。

3. Eコマースのバブル化

1) Eコマース業界の異常な現象

従来，バーチャル・カンパニーの大きな利点としては，販売のために店

舗を必要としないことである。そのために，土地と建物への投資を必要と
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しないので，投資コストがかなり節約できる。

また，バーチャル・カンパニーが故に，一般の店舗販売のように，販売

要員を多く抱える必要がない。更に，在庫を持つ必要がないので，在庫の

投資在庫の管理などの諸業務も省くことができる。それにもかかわら

ず， Eコマースにおいて，デル社など極く少数の黒字会社を除いて，アマ

ゾン社のように殆どのEコマース・カンパニーが赤字経営を続けている。

しかも， これらの赤字会社に投資家が資金を供給しつづける。これは一般

の投資理論からいえば，異常な現象である。

Eコマースのこのような現象に対して，バブル現象と言い出す学者も現

れた。例えば， 1999年,A B. Perkins & M. C. Perkinsがはっきりとイン

ターネット投資の異常さとバブル性を指摘した2)。彼らは，著書のなかで，

まず， 1997年に上場したアマゾン社の異常さを指摘した。当時，開業以

来，赤字の垂れ流しをして 1セントの利益も計上していないにもかかわら

ず，新規株式公開により5,400万ドルを調達した。これによって，アマゾ

ン社の株式時価総額は 4憶7,500万ドルという途方もない額に達した。こ

れは， 1セントの利益も計上していない Eコマース企業の現状であった。

アマゾン社の上場と同時期に IT関係のナスダック市場が大幅な上昇に

転じた。これに対して Perkinsらのような警告があったが，殆ど無視され

た。世の中は完全に ITのバブルに飲み込まれた。

2) Eコマースにおけるバブル化の背景

EコマースがITバブルを引きおこした原因は言うまでもなく，ベン

チャーキャビタルのこの業界への大量流入である。しかし，当時，特に E

コマース業界では，殆どの企業は巨額の赤字で苦しんでいるにもかかわら

ず，なぜ，ベンチャーキャビタルが流入し続けたのであろうか。一番大き

な原因は，当時ブームになっているディジタル・エコノミーの学説による

2) Perkins, A. B., M. C. Perkins, The Internet Bubble, International Creative 

Management, Inc◆, N. Y.1999 
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影響である。この学説は 2つの理論を強調している。その一つは，企業の

経営において，利益よりもキャッシュ・フローが重要である。もう一つ

は， Eコマースのビジネスモデルは従来の「コスト逓増型」モデルではな

く「収益逓増型」モデルである凡

アマゾン社がナスダック市場で株式を公開した後，その決算内容を見る

と，一般基準から言えば，倒産してもおかしくないはずである。しかし，

当時のデイジタル・エコノミーの考え方だと，経常的な収支はさほど重要

ではない。赤字をだしても買収や投資を積極的に行い，強い企業に育てて

いくのである。強い企業になればなるほど，株価が上がり，時価総額が膨

らむ。そうなると，株価はますます上がる。アマゾン社のような Eコマー

ス企業は大きな赤字を計上しているにもかかわらず，倒産しないのは

キャッシュ・フローは潤沢であるからである。従って，企業の価値さえ高

めることができれば，株価も高くなるし，ベンチャーキャピタルから継続

的に資金を引き出すことができるので，キャッシュ・フローの心配はしな

くていいのである。

もう一つ， Eコマースの赤字企業でも，株価が上昇し続ける理由として

は，「収益逓増型」モデルの影響である。「収益逓増型」モデルとは，売上

高やシェアが増大するとともに，売上高に対する利益率が加速的に増大す

るのである。当時Eコマース関連企業の経営者がしきりに「Eコマース

ビジネスが収益逓増型のビジネスモデルである」と強調している。なぜな

らば， Eコマース企業において，顧客が増えれば増えるほど， リビート注

文による利益の急激な拡大が期待できるからである。 Eコマースの膨大な

累積赤字は，顧客から初回注文を獲得するためのコストであり，今後は獲

得している初回注文の顧客から，新たな販売促進コストを殆ど掛けずにリ

ピート注文が得られるとの理由で， Eコマースのビジネスは「収益逓増

3)アメリカ商務省著．室田泰宏編訳『デイジタル・エコノミー2000:米国商務省リ

ポート』．東洋経済新報社, 2000, 第II部1T社会の基本法則．第一章デイジタル・

ェコノミーの経済法則。
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型」モデル企業であると強調するのである。

もし， Eコマースビジネスが収益逓増型であるならば現在赤字でも売

上を拡大していき，ある時点から，急激に黒字になるはずである。これ

が，赤字企業でも株価が上昇し続けた大きな理由の一つである。しかし，

殆どのEコマースビジネス企業はバブルが崩壊するまで，ずっと赤字の

まま一度も黒字に転じなかったのである。

4. Eコマースバブルの崩壊4)

Eコマースは．デイジタル・エコノミーの理論に惑わされ，巨額のベン

チャーキャビタルが流入した結果．バブルを引き起こした。バブルである

以上，何時かは崩壊するのである。 AB. Perkins & M. C. Perkinsが著書

のなかでその時期を予測したが,2000年に入ってからついにその日がきた

のである。ここでその崩壊のきっかけと過程を考察したい，

1)崩壊の始まり

1994年からアメリカに登場した Eコマースは，デル社やゲートウェイ

社などごく少数の会社を除いて，アマゾン社やeToys社などの会社が赤

字決算にもかかわらず．業界全体の売上高は順調に伸びてきた。そして必

要な資金調達も容易であった。一見順風満帆のスタートであった。

しかし. 1999年のクリスマス商戦に．一つの思わぬ蹟きが起こった。そ

れは.eToys社を始め．数多くのクリスマスギフト関連商品を販売する会

社から．クリスマスイヴまでに顧客に届かなければならない商品が届かな

かった。多くの人々を失望させた。全国の主要メディアや Eコマース関

係者たちが早速この問題を取り上げた。

しかし，これらの問題を残したまままた.2000年のクリスマス商戦を

4)前川徹著『ネットバブルの向こう側』アスペクト. 2001 
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迎えた。多くの Eコマース会社がこの商戦にかなりの期待をかけた。し

かし， 1999年のクリスマスを経験した多くの消費者が， Eコマース会社か

らギフトや関連商品を買うのをやめた。そのため， 2000年のクリスマス商

戦の結果は惨憎たるものである。 eToys社など多くの会社の売上げは軒並

み前年度を割り込んだ。これをきっかけとして，多くの Eコマース会社

が経営不安に陥り，ナスダックの平均株価も大幅に下がりはじめた。

1999年における電子商取引のクリスマス商戦の蹟きにより，投資家がE

コマースに対する不安を感じ始めた。 2000年に入り， 3月までにナスダッ

ク市場は，ダウ市場の上昇とともに上昇し続けた。しかし， 2000年4月に

入り， 1994年から数年間にわたって続いた Eコマースのブームについに

終止符が打たれ， Eコマースのバブル崩壊現象が起こった。これまで成長

のスビードが主な評価尺度だったネットビジネスに成長性に加えて収益性

も求められるようになった。収益性のない会社は資金の調達が困難になっ

た。多くのネット企業は経営難に陥り，企業の買収合併や廃業などによる

淘汰が急速に進んだ。

2) Pets.com社の倒産のショック

2000年に入ってナスダック指数は 3月に最高値の5,100ドルを突破した

後相場が下がり続けてきた。数多くの資金がナスダック市場から逃げ

た。数多くのドットコム・カンパニーが経営危機に見舞われた。景気の減

速が原因と経済学者は説明している。しかし，同時期にダウ工業平均指数

が1万ドルから 1万1千ドルの間に上下していることを考えれば．ナス

ダックの下げ方は景気の影響だけではなく，バブルの崩壊現象である。

ナスダック市場の崩壊現象に加えて.10月に一つのショッキングな出来

事が起こった。ドットコム・カンパニーの老舗.Pets.com社の倒産であ

る。当時多くの経営危機に見舞れたドットコム・カンパニーは吸収合併

の形で整理されているが.Pets.com社がいきなり倒産という手法をとっ

たのは.Pets.com社の継続を完全に断念したことを意味しており,Eコ



200 (752) 第 47 巻 第4・5号合併号

マース業界がショックを受けたのは当然である。

Pets.com社は，設立当初からアマゾン社をも含め，多くの大企業の投

資を得た。特に，アマゾン社はEコマースの本家で，バーチャル・カン

パニーの経営を熟知しているし，またノーハウも持っている会社である。

アマゾン社がPets.com社に 6千万ドルも投資しているのは，将来有望で

あると見込んでいたからである。それにもかかわらず倒産した。これは，

この会社の倒産で業界がショックを受けたもう一つの理由である。

3) Eコマースバブルの崩壊

Pets.com社の倒産に続き，玩具販売の最大手， eToys社の売り上げ不

振と資金繰りが悪化した。特に，クリスマス商戦での販売が不振に陥り，

不安が一気に表面化した。このために， 2000年12月19日の株価は73%も急

落して，ついに 1ドルを割った。年明けの 1月で倒産してしまった。ナス

ダック市場はこのeToys社のショックを受けて，同日に2,600ドルと最高

値のほぼ半値までに下がった。このナスダック市湯の急激な下げに象徴さ

れるように， ドットコム・カンパニー全体が厳しい経営環境に見舞われ

た。ドットコム・カンパニーのブームは完全に去り，バブルの崩壊現象が

起こったのである。

5. Eコマースバブル後の現状

2000年から2001年にかけて， Eコマースのブームが去り，バブル現象が

完全に崩壊してIT不況を引き起こした。数多くのEコマース企業が姿を

消したか，または，アマゾン社のように赤字に苦しめられている企業も多

く存在している。しかし．デルのように健闘している企業が存在している

ことも事実である。ここで．今後Eコマースの更なる発展を可能にする

ために，バブル後,Eコマースをめぐる技術的環境の変化，社会的環境の

変化．市場の推移．学界の研究の動きなどを考察したい。
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1) IT不況の真最中5)

2000年まで，成長産業の旗手として期待された IT関連各社はバブルの

崩壊で一転して相次いで倒産した。 2002年の 7月に入って全米2位のワー

ルドコムの倒産を筆頭に，過去 2年間における大手の IT関連の倒産は63

社，失業者は50万人を数えた。 5千億ドルの資産を失った。 IT関連特

に市内通信市場への新規参入企業のほとんどが倒産したほど，全米が厳し

いIT不況のあらしにみまわれている。

この結果として，世界の代表的な IT関連メーカー各社は巨額な赤字を

出して，軒並み経営危機に喘ぎ苦しんでいる。そして，現在の IT不況の

深刻さをみれば，当時持てはやされていた ITのバブルの酷さが明るみに

なったのである。

2)情報ネットワーク技術の更なる進歩

2000年に入って，世界経済が厳しい IT不況にさらされているにもかか

わらず， Eコマースを支える情報ネットワーク技術が更なる進歩を遂げ

た。特にアクセス技術がダイアルアップから ISDNを経て．ブロードバン

ドと言われる ADSLやF汀Hへと進歩している。

ADSLの接続は最近遂に12Mに達して，ダイアルアップの200倍， ISDN

の100倍のスビードを達成した。しかも，利用料金も3000円台に下がり，

かなり安くなっている6>oFITHとは光ファイバー技術による接続方式の

情報ネットワークである。その接続スピードは100M近くも達成している。

この方式の接続スピードは，ダイアルアップ方式の 2千倍， ISDNの千倍，

ADSLの10倍近いスピードを達成した。この進歩が当然Eコマースに大き

5)日本経済新聞の2002.9.26の「大機小機」欄の「テレコム危機の教訓」より

6)ブロードバンドの接続が安くなったのは．ヤフージャパンが先に3,000円台に下

げて．各社が追随した結果である。従来． 日本は7,000-10,000前後で．アメリカは

50ドル前後である。そのために． 日本がアメリカと逆転して．アメリカより安く

なった。しかし,Eコマースを普及させるために．今後も一層の引き下げが必要と

なる。
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な影響を与えている。

3)ユビキタスネットワークの登場

ュビキタスネットワークとはいつでも，どこでも接続できる情報ネット

ワークである。 2000年に入ってパーム端末や携帯電話などのモバイル端末

技術の進歩と普及によって，このネットワークを登場させた。特に，携帯

電話は，カラー液晶の登場で，一人前の情報端末へと変身した。また，音

声は勿論のこと，インターネットヘの接続， Eメールによるコミュニケー

ションも可能となった。

産業界はこの新しい発展をうけて，現在携帯電話会社を中心に新しいビ

ジネスを始めている。従来のプロバイダーもこの新しいモバイル機器から

のアクセスができるようにシステムの構築や修正を急いでいるので，携帯

電話から従来のホームページヘの接続の範囲が急速に広がっている。 Eコ

マース業界もこの新しい情報ネットワークの登場により，新しいビジネス

の可能性を模索しているのである”。

4) Eコマースにおける社会環境の変化

2000年に入り， IT不況に陥ったにもかかわらず，世界のインターネッ

ト人口が増え続けている。特に， 2000年 1月からの一年間， IT不況に突

入したにもかかわらず18%も増えたのである。全世界におけるインター

ネットの利用場所も2001年第 1四半期の調査によれば，従来の職場での利

用から家庭への利用に重点が移ってきていることがわかった8)。これは，

インターネットがかなり浸透していることを意味している。また， 2000年

7)坂田岳史著『P2Pイノベーションのすべて；ユビキタスで創造する新しいネット

ワーク』日本実業出版社， 2002

野村総研著『ユビキタス・ネットワークと市場創造』野村総研， 2002

8)インターネットビジネス研究会著「インターネットビジネス白書2002』ソフトバ

ンク， 2001,ページ133
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に登場してきたADSLも， 2001年7月の35万の回線から2002年8月の391

回線に増え. 10倍以上の成長を遂げた乳

ブロードバンドといわれるADSLやFITHによるインターネット利用

の拡大がEコマース市場の発展に大きな影響を与えているはずである。

調査によれば．ブロードバンドの登場後．家電やパソコン関連製品を E

コマースの市場を通じて購入した人は．ダイアルアップ接続時の20%から

46%にも増加している。 Eコマースを通じてショッピングする際のホーム

ページ閲覧時間も購入金額もともに．増加している。従って，ブロードバ

ンドの急速な普及にともなって,Eコマース市場の拡大に拍車にかかるこ

とが期待される。しかし，その条件として．ブロードバンドの利用料金は

一層の値下げが必要である。

5) Eコマ＿ス市場の現状と推移

Eコマースのブームが去ったにもかかわらず，今後も成長すると予測し

ている。その予測のなか, 2004年には 4千億ドルに達すると予測してい

る10)。Eコマースの人気商品は書籍やCD, コンピュータ関連，チケット

の販売・予約などがつねに上位5位に並んでいる。国によって順位に多少

の差はあるものの，大きくかわらない。これらの商品においては，書籍の

場合，書籍名， CDの場合，曲名．コンビュータ関連の場合，スペックな

どがわかれば， どこで買っても物は同じであるので， Eコマースでも安心

して買える。チケットの場合も性格上同じである。従って， これらの商品

は常に人気商品の上位をしめている11)。

ブロードバンドの登場によりデータの転送スビードが従来より百倍や千

9)産経新聞の2002.9.11の報道によれば. 8月末時点で.ADSLの加入者は391万

5,740回線になり．前月末に比べ,30万5541回線を増加した。去年同時点では加入

者数は35万で，一年間.10倍強に増えて，その急増ぶりがわかる。

10)インターネットビジネス研究会．前掲書．ページ155

11)前掲書．ページ155
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倍も早くなったので，ディジタル商品の販売が現実となった。 1990年代

に，多くのEコマースのショップがデイジタル関連商品の販売を試みた。

いずれも，当時の情報ネットワークの転送スピードの壁の前で失敗した。

しかし，ブロードバンドの登場と普及によって，デイジタル化した商品の

販売が増えるだろう。特に，こういった商品の販売においては，商品の配

送が情報ネットワークの上で可能となった。しかもその商品の配達は瞬時

完了するので，実際の物流という厄介な問題が克服され， Eコマースの特

徴を生かすことができる。従って， これから， Eコマース市場の発展方向

として，こういった製品の販売も増えるだろう。

6) Eコマースに対する研究の深化

1990年代に.Eコマースはディジタル・エコノミーの理論に翻弄され．

バブルと化し．産業界の期待を裏切った。 1990年代の失敗した経験に立っ

て．学界のEコマースに対する理論的・実証的研究は更に深化した。こ

れらの研究から,Eコマースは決して完全にデイジタル・エコノミー理論

がいうようなものではなく．従来の商取引ツールと比べれば，勿論幾つか

の特徴はあるが．従来のリアルビジネスの経営と何ら変わらないことに気

づいた。こういった研究の成果を生かして.Eコマースの経営がより現実

的となり. 1990年代のようなロマンチックな気分がなくなった。

また．ベンチャーキャピタルからの投資基準も現実のリアルビジネスと

何らかわらないものへと修正された。すなわちキャッシュ・フローと成長

性基準だけではなく．収益性をも重視するようになった。

6. 挫折からの教訓と今後の課題

Eコマースは産業界の大きな期待を背負って登場してきたが，デイジタ

ルエコノミーの学説に惑わされ，ベンチャーキャピタルの盲目的な投資行

動を引き起こした。この盲目的な投資行動が， Eコマースのバブルを引き
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起こした。ついにバブル崩壊という憂き目にあい，世界中の IT不況を引

き起こした。ここで，今後Eコマースの発展のために，アメリカの1990

年代の挫折で得た教訓とバブル後における技術的，社会的変化，市場の推

移などに併せて次の幾つかの課題を提起したい。

1)ディジタル・エコノミーの学説に惑わされない

Eコマースの登場で，経営者やベンチャーたちが，デイジタルエコノ

ミーの学説に惑わされ，会社のキャッシュ・フローと成長性の尺度だけを

注視して，赤字会社でも投資を続けてきた。当時，アメリカの景気が上向

きであったことも手伝って， Eコマースの会社に対する評価も収益性より

もキャッシュ・フローと成長性という尺度で行ない，結局ITバブルを引

き起こした。そして， 2000年に入って遂にバブルが崩壊した悪夢を見たの

である。

アメルカのこの経験を通じて得た教訓として， Eコマースというバー

チャルビジネスもリアルビジネスと同じ，収益なくしては生存し得ないと

いう教訓を得たのである。従って， これからのEコマースの経営におい

て，成長性の追求も必要であるが，それは，最低必要な利益を獲得した上

での企業の経営目標でなければならない。

2)利益の出るビジネス・モデルの構築12)

Eコマースは．リアルビジネスと異なり手本となるビジネスモデルが

皆無と言っていいほどである。従って，数多くのEコマース企業が，ビ

ジネスモデルの構築と選択で事業を失敗した。例えば，アマゾン社が売れ

ば売るほど赤字が増えることもビジネスモデルの欠陥であった。

ITバブルの崩壊によって．多くの会社は倒産したか，吸収合併された。

しかし．デル社のように健闘している会社も多く存在している。従って．

12)国領二郎「ネットビジネス再考：収益モデル確立を」日本経済新聞2001.4.17
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今後， これらの成功したモデルや失敗したモデルを分析して正確なモデル

を構築する必要がある。また，モデルの選択と構築において，アメリカと

日本の商習慣の違いや社会的環境の違いがあるので，アメリカのモデルを

そのまま適用するのではなく，日本の社会的習慣や日本の商習慣に適した

ものでなければならない。

3)物流体制の確立

いままで，数多くのEコマースの実例に対する考察から，輸送問題は，

Eコマースの発展に大きな阻害要因となることが明らかとなった。従っ

て，今後Eコマースの発展のために． この問題に真剣に取り組まなけれ

ばならない。しかし．今のアメリカでは，この問題を克服する処方箋はま

だ見いだせない。

日本においても問題は同じである。幸い， 日本にはコンビニが普及して

いるので，現在， コンビニ系の Eコマース会社が考案している対処策と

して，まず， コンビニに商品を配達する際，顧客の注文をまとめて，最寄

りのコンビニに送って．消費者がそのコンビニで商品を受け取ると同時に

商品代金を支払うような仕組みを導入している。これによって商品の配達

と決済問題を一挙に解決することができる。しかし．コンビニ系以外の会

社は， この問題について大きなハンディを背負っているのである。

4)ユビキタスによる Eコマースの模索

ユビキタスとは，携帯端末を持って，いつでも， どこでも，ネットワー

クに接続ができることを意味する。現在は携帯電話会社を中心に様々なビ

ジネスを試行錯誤で展開している。とくに日本の携帯電話の保有台数はす

でに 7千万台に達している。しかも携帯電話でのインターネットの利用者

は急増している。これらの利用人口はユビキタスネットワークを中心とし

たビジネスの顧客層を形成しつつある。

また，携帯端末から従来のプロバイダーヘの接続は，新しいシステムの
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構築や従来のシステムの修正などで，その接続範囲が急速に増えている。

こういった状況のなか， どのようなビジネスモデルをもってEコマース

を展開していくかはこれからのEコマースビジネスの大きな課題となる

のである。

5)更なる経営の努力

Eコマースの経営において．モデルを正しく選択しても，ビジネスを成

功させるために．一層の経営努力が必要不可欠である。例えば．アメリカ

の航空業界において，チケットの発券のコストを削減するために．電子チ

ケットの方式を採用している。しかし．利用率があまり増えない。そこ

で．航空会社が．このシステムを利用する顧客に対して一定の割引をあた

えることにより．利用率の向上を図っている。

また．インターネット上で買い物やサービスを利用するとポイントがた

まり，特典と引き替えられるシステムが広がっている。なかでは．顧客が

利用しやすいように．異なる会社のポイントを一本化する動きもでてい

る13)。このように， Eコマースの発展と普及のために．このような経営努

力がどうしても必要となる。どのように努力していくかは今後のEコマー

スビジネスを経営していく上で大きな課題となるのである。

7. 結語

Eコマースの登場によって，オンライン・ショッピングが可能になり，

消費者が在宅でショッビングができるだけではなく，小売業者がわずかな

資金で世界の消費者を相手に商品やサービスを提供することができるよう

になる。そのために, 1995年頃から数多くのドットコム・カンパニーや関

13)日本経済新聞2002.8.5の報道「ネット使う買い物でポイント：特典色々，消費

者つかめ」より
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連企業が創設・公開された。ドットコムの名前だけで，投資資金は集ま

り，創業者が巨万の富をえることができるというバブル現象が起きた。

しかし， 2000年に入り， 1995年から数年間にわたって続いた EC関連ビ

ジネスのブームは遂に終止符が打たれ，バブルが崩壊して，厳しいIT不

況を引き起こした。数多くのEコマース企業が不況に喘ぎ，また，多く

の企業が倒産した。しかし，デルのように健闘している企業が存在してい

ることも事実である。この現象は1960年代から MIS,DSS, SISや BPR

などのブームをみれば，むしろ，情報技術の登場と普及の正常なパターン

である。つまり，新しい情報技術が登場するときに，産業界がその技術に

対して万能のように錯覚する。そして，その本質と特徴が明らかになるに

つれ，その錯覚を修正し，本来の本質と特徴に合わした使い方へと発展・

普及していくのである。

従って， Eコマースの現状を，今までの情報技循の登場と経験に照して

考えれば，むしろ，登場期を経て，普及し始めようとする時期に差し掛

かっているといえよう。そのために．本稿では，まず， Eコマースの登

湯発展ブーム化の過程を考察し．バブルを引き起こした原因を究明し

て,Eコマースが失敗した原因を明らかにした。

次に．バブル後における Eコマースを支える情報技術の進歩．社会環

境の変化．市場の変化の方向．および学界の研究の動向などを究明した。

最後にこれらの最新の研究を併せて．今後,Eコマースの更なる発展のた

めに，解決しなければならない幾つかの課題を提言したのである。
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